
 
化学物質過敏症に関する対策を求める意見書 

 
柔軟剤等の香料をはじめとする、生活環境中の極めて微量な化学物質へのばく

露によって、頭痛、吐き気、倦怠感等の多様な症状を訴える、いわゆる化学物質
過敏症により、通勤、通学、外出その他の日常生活に困難を抱えている人がいる。 

国において長年にわたり調査研究が行われてきたが、現在も病態や発症メカニ
ズムなど未解明な部分が多く、また、何をもって化学物質による健康障害とする
かについて、客観的な判断基準の策定には至っていない。 

化学物質過敏症を発症すると、公共交通機関や病院、店舗、公共施設など身近
な場所で、香料や消毒液などの日用品に含まれる化学物質に接するだけで、動悸
や頭痛などの症状が突然現れ、症状の程度によっては日常生活に著しい制限を受
けることがある。内閣府によると、「病院を受診したいが、病院では症状が出てし
まうため受診することができない。」「役所で申請の手続を行いたいが、症状が出
るおそれがあるため、庁舎内に入れず、手続ができない。」といった事例が報告さ
れており、これらの事例では、施設外やオンラインでの対応が行われた。 

化学物質過敏症については、現在、このような個別の事例ごとの対応が中心で
あり、社会全体としての支援体制がいまだ十分とは言い難い上に、周囲の理解も
十分に得られていない。 

病態や発症メカニズムなど未解明な部分が多いことや周囲の無理解を理由とし
て、化学物質過敏症により日常生活に困難を抱えている人が、必要な医療、福祉
その他のサービスを利用する機会を失うことがあってはならない。 

よって国会及び政府は、次の事項に取り組まれるよう強く要望する。 
１ 化学物質過敏症に係る実態調査を実施するなど、科学的知見の集積を一層進

めること。また、病態や発症メカニズムなどの解明に関する研究を積極的に促
進すること。 

２ 化学物質過敏症への社会的な理解を深めるため、国民、医療機関、事業者等
へのより一層の普及啓発に努めるとともに、現に日常生活に困難を抱えている
人に対して、必要な医療、福祉その他のサービスが提供されるよう、支援の在
り方を検討すること。 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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